
平成17年3月期 決算短信（連結） 平成17年5月25日

上 場 会 社 名       株式会社西日本シティ銀行 上場取引所  東 大 福　　
コ ー ド 番 号       8327 本社所在都道府県　
(URL http：//www．ncbank．co．jp/) 福岡県
代    表    者  取締役頭取 新藤 恒男
問合せ先責任者  執行役員総合企画部長 光富 彰 TEL (092)476-1111

決算取締役会開催日　　 特定取引勘定設置の有無　有
米国会計基準採用の有無     無

１．17年3月期の連結業績（平成16年4月1日～平成17年3月31日）
 ※平成16年3月期は旧西日本銀行の実績を、平成17年3月期は旧西日本銀行の上半期実績に合併新銀行（西日本シティ銀行）
   の下半期実績を加算して表示しております。

(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年3月期 141,954 （    26.9）     24,392 （  105.0）   14,542 （  294.6）
16年3月期 111,847 （  △ 4.6）     11,896 （    -  ）    3,685 （    -  ）

  １株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

経常収益
経常利益率

円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

17年3月期           24  59              22  74     9.0     0.5 17.2  
16年3月期            7  99    -    3.0     0.3 10.6  

(注)①持分法投資損益 17年3月期        - 百万円      16年3月期        - 百万円
    ②期中平均株式数（連結）　普通株式 17年3月期   557,336,047株　　　16年3月期   461,475,597株

第１回優先株式 17年3月期    34,904,109株　　　16年3月期            - 株
    ③会計処理の方法の変更 無
    ④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
１株当たり
株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円　　銭 ％

17年3月期 6,728,476 246,297 3.7  253  39 8.49（国 内 基 準）
16年3月期 3,853,378 129,053 3.3  279  68 8.79（国 内 基 準）

(注)期末発行済株式数（連結）　普通株式 17年3月期   692,447,511株　　　16年3月期   461,425,712株
第１回優先株式 17年3月期    70,000,000株　　　16年3月期            - 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
現金及び現金同等物

期 末 残 高
百万円 百万円 百万円 百万円

17年3月期 13,715 △ 141,085 45,301 298,923
16年3月期 △ 29,890 112,029 △ 22,375 207,677

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数      13社   持分法適用非連結子会社数　     - 社   持分法適用関連会社数　     - 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）       3社  （除外）     - 社   持分法（新規）     - 社  （除外）　     - 社

２．18年3月期の連結業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日）
　

百万円 百万円 百万円

中間期 86,000 10,000 3,000
通  期 175,000 25,500 10,900

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）       14円  53銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については､添付資料の９ページを参照願います。

平成17年5月25日

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

連結自己資本比率総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
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株式会社  西日本シティ銀行

（ご参考）

『17年3月期の連結業績』指標算式

■1株当たり当期純利益

■潜在株式調整後1株当たり当期純利益

■株主資本当期純利益率

■1株当たり株主資本

『18年3月期の連結業績予想』指標算式

■1株当たり予想当期純利益

※自己株式を除く

×100
[(期首株主資本－期首発行済優先株式数×発行価額)＋(期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額)]÷2

当期純利益－優先株式配当金総額

普通株式に係る当期純利益

普通株式の期中平均株式数（連結）※

普通株式に係る当期純利益＋当期純利益調整額

普通株式の期中平均株式数（連結）※＋潜在株式に係る権利の行使を仮定した普通株式増加数

予想当期純利益－予想優先株式配当金総額

普通株式の当期末発行済株式数（連結）※

当期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額－優先株式配当金総額

普通株式の当期末発行済株式数（連結）※
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１．企業集団の状況 
                                              

（１）事業内容及び事業系統図 

当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行及び子会社１３社で構成され、銀行業務を中心に金
融サービスに係る事業を行っております。 
なお、株式会社福岡シティ銀行との合併により、当連結会計年度から新たに株式会社長崎銀行、シテ

ィ・ターンアラウンド・サポート株式会社及び九州カード株式会社を連結子会社といたしました。 

また、以下の関係会社が平成１６年１０月１日付けで合併、商号変更等を行っております。 
① 株式会社西銀ビジネスセンターは、株式会社シティビジネスサービスを吸収合併し、ＮＣＢビジネスサービス株式

会社へ商号変更いたしました。 

② 西銀オフィスサービス株式会社は、株式会社シティ・オフィスサービスに吸収合併され、ＮＣＢオフィスサービス

株式会社へ商号変更いたしました。 

③ 西銀モーゲージサービス株式会社は、株式会社シティ不動産調査センターを吸収合併し、ＮＣＢモーゲージサービ

ス株式会社へ商号変更いたしました。 

④ 西銀コンピューターサービス株式会社は、ＮＣＢコンピューターサービス株式会社へ、株式会社西銀経営情報サー

ビスは株式会社ＮＣＢ経営情報サービスへ商号変更いたしました。 

なお、九州カード株式会社は、平成１７年６月１日、西銀カード株式会社を吸収合併する予定でありま
す。 

当行グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

〔銀行業務〕 

当行の本店ほか国内支店、出張所等においては、預金業務、貸出業務、内国為替業務、外国為替業
務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業務、社債受託・登録業務、信託業務及び附帯業務として
代理業務等を行っております。 

また、株式会社長崎銀行が銀行業務を行っております。 

〔債権管理・再生支援業務〕 
西銀ターンアラウンド・パートナーズ株式会社とシティ・ターンアラウンド・サポート株式会社に

おいては、債権管理業務及び企業再生支援業務等を行っております。 

〔その他の業務〕 
その他の業務として、銀行の従属業務及び金融関連業務を子会社１０社で行っております。 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 
 
                      … 当行  本店ほか国内支店２８１か店、出張所２４か店、代理店２か所、海外駐在員事務
所   所３か所 
 連結子会社１社   
 (株)長崎銀行   本店ほか国内支店３２か店 
 
                           … 連結子会社２社 
 西銀ターンアラウンド・パートナーズ(株) （債権管理･再生支援業務） 
 シティ・ターンアラウンド・サポート(株) （         〃          ） 
                           
                           … 連結子会社１０社 

 Nishi-Nippon Preferred Capital(Cayman) Limited （投融資業務） 
 Nishi-Nippon Finance(Cayman) Limited      （    〃    ） 
 ＮＣＢオフィスサービス(株) （人材派遣業務） 
 ＮＣＢビジネスサービス(株) （事務受託業務） 
 ＮＣＢモーゲージサービス(株) （担保不動産調査･評価業務） 
                  九州カード(株) （クレジットカード・信用保証業務）

西銀カード(株)  （              〃              ）
(株)ＮＣＢ経営情報サービス （経営相談業務等） 

 ＮＣＢコンピューターサービス(株) （計算受託業務等） 
 西日本信用保証(株) （信用保証業務）          

その他の業務 

銀 行 業 務西

日

本

シ

テ

ィ

銀

行

債 権 管 理 ・
再 生 支 援 業 務
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（２）関係会社の状況 

当 行 と の 関 係 内 容  

名    称 住  所 
資本金又 

 
は出資金 

主要な事 
 

業の内容 

議決権の所
有（又は被
所有）割合 

役員 
の兼 
任等 

資金 
援助 

営業上の 
取    引 

設備の 
賃貸借 

業務 
提携 

摘要 

株式会社長崎銀行 長崎市 

     百万円 
 

9,119   
（銀行業務） 

銀行業 

       ％ 
84.8 

   人 
3 

― 
金銭貸借 
預金取引 

― ―  

 
西銀ﾀｰﾝｱﾗｳﾝﾄﾞ・  
ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ株式会社  
 

 
福岡市 
博多区 

百万円 
 

90 

（債権管理･ 
再生支援業務） 

債権管理・
再生支援業 

100 4 ― 預金取引 
提出会社の
建物の一部
賃借 

―  

 
ｼﾃｨ・ﾀｰﾝｱﾗｳﾝﾄﾞ・ 
ｻﾎﾟｰﾄ株式会社 

 
福岡市 
博多区 

百万円 
 

100 

（債権管理･ 
再生支援業務） 

債権管理・
再生支援業 

100 
（2） 

5 
― 預金取引 

提出会社の
建物の一部
賃借 

―  

Nishi-Nippon 
Preferred 
Capital(Cayman) 
Limited  

英国領西
ｲﾝﾄﾞ諸島
ｸﾞﾗﾝﾄﾞｹｲ
ﾏﾝ 

百万円 
  
 21,800 

（その他の業務） 
投融資業 

100 2 ― 金銭貸借 ― ―  

Nishi-Nippon 
Finance(Cayman) 
Limited 

英国領西
ｲﾝﾄﾞ諸島
ｸﾞﾗﾝﾄﾞｹｲ
ﾏﾝ 

米ドル 
  

 10,000 
（その他の業務） 

投融資業 
100 2 ― 金銭貸借 ― ―  

 
ＮＣＢｵﾌｨｽｻｰﾋﾞｽ 
株式会社 
 

 
福岡市 
博多区 

百万円 
 

20 
（その他の業務） 

人材派遣業 
100 

（4） 
6 

― 預金取引 
提出会社の
建物の一部
賃借 

―  

 
ＮＣＢﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ 
株式会社 
 

 
福岡市 
早良区 

百万円 
 

    20 
（その他の業務） 

事務受託業 
100 

（4） 
9 

― 預金取引 ― ― 
 
 
 

 
ＮＣＢﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞ
ｽ株式会社 
 

 
福岡市 
博多区 

百万円 
 

50 

（その他の業務） 
担保不動産 
調査・評価業 

100 
（4） 

8 
― 預金取引 

提出会社の
建物の一部
賃借 

―  

 
九州カード 
株式会社 
 

 
福岡市 
博多区 

百万円 
 

    2,557 

（その他の業務） 
ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業 
信用保証業 

97.8 
 （2.3） 

（1） 
6 

― 
金銭貸借 
預金取引 
信用保証 

― ―  

 
西銀カード 
株式会社 
 

 
福岡市 
博多区 

百万円 
 

    81 

（その他の業務） 
ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業 
信用保証業 

46.9 
 （4.3） 
 ［6.4］ 

（4） 
7 

― 
金銭貸借 
預金取引 
信用保証 

― ―  

株式会社 
NCB 経営情報ｻｰﾋﾞｽ 

福岡市 
博多区 

百万円 
 

20 
（その他の業務） 

経営相談業 

45.0 
(35.0) 
［15.0］ 

（4） 
9 

― 預金取引 ― ―  

 
NCB ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ 
株式会社 
 

 
福岡市 
早良区 

百万円 
 

50 

 
（その他の業務） 

計算受託業 

58.0 
（53.0） 
 ［9.0］ 

（4） 
8 

― 
 

預金取引 
 

提出会社の
建物の一部
賃借 

―  

連          

結          

子          

会          

社 

西日本信用保証 
株式会社 

福岡市 
博多区 

百万円 
 

50 
   

（その他の業務） 
信用保証業 

51.0 
(50.0) 

（4） 
7 

― 
預金取引 
信用保証 

提出会社の
建物の一部
賃借 

―  

１．上記関係会社のうち、特定子会社に該当するのは株式会社長崎銀行及び Nishi-Nippon Preferred Capital (Cayman) 
Limited であります。 

２．上記関係会社のうち、有価証券報告書（又は有価証券届出書）を提出している会社は株式会社長崎銀行であります。 
３．「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の(  )内は子会社による間接所有の割合（内書き）、［  ］内は、「自己と出資、

人事、資金、技術、取引等において緊密な関係があることにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使すると認め
られる者」又は「自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者」による所有割合（外書き）で
あります。 

４．「当行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の(  )内は、当行の役員（内書き）であります。 
５．平成１６年１０月１日、株式会社福岡シティ銀行との合併に伴い、以下の３社が連結子会社となりました。 

株式会社長崎銀行、シティ・ターンアラウンド・サポート株式会社、九州カード株式会社 

（注） 
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６．同じく合併に伴い、以下の関係会社が合併、商号変更を行いました。 

（合併、商号変更） 

合併前旧社名 合併後新社名 

株式会社西銀ビジネスセンター 
株式会社シティビジネスサービス 

ＮＣＢビジネスサービス株式会社 

西銀オフィスサービス株式会社 
株式会社シティ・オフィスサービス 

ＮＣＢオフィスサービス株式会社 

西銀モーゲージサービス株式会社 
株式会社シティ不動産調査センター 

ＮＣＢモーゲージサービス株式会社 

（商号変更） 

旧社名 新社名 

西銀コンピューターサービス株式会社 ＮＣＢコンピューターサービス株式会社 

株式会社西銀経営情報サービス 株式会社ＮＣＢ経営情報サービス 

７．平成１７年６月１日、九州カード株式会社は、西銀カード株式会社を吸収合併する予定であります。 
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西日本シティ銀行は、高い志と誇りを持って時代の変化に適応し、お客さまとともに成長する
“九州 No.1”バンクを目指します。 

1. お客さまに一番近い 
お客さまに一番近い銀行として、誠実に対応し、圧倒的に支持される銀行をめざします。 

2. 地域に貢献する 
健全経営を基本に、地域に貢献し、積極的に社会的責任を果たすことで広く信頼される銀行をめざします。 

3. 期待に応える人づくり 
あたたかな心とチャレンジ精神を持ち、自由闊達で積極果敢に行動する人づくりに努めます。 

1. 心がある 
私たちは、いつもお客さまの身になって、丁寧に対応し、真摯にご相談に取り組みます。 

2. 情熱がある 
私たちは、いつもお客さまの声に、熱く行動し、チャレンジし、スピーディにお応えします。 

3. 夢がある 
私たちは、いつもお客さまの期待をこえた、新しく、価値のある提案をお届けします。 

２．経営方針 
 
（１）経営の基本方針 

当行の目指す姿を表現する「経営理念」と、理念を実現するための「行動憲章」を、次のとおり定めて
おります。 

【経営理念】 
 

 

 

 

 

 

 
 
【行動憲章】 
 

 

 

 

 

 

 
（２）利益配分に関する基本方針 

当行は、銀行業の公共性と経営の健全性維持の観点から、適正な内部留保の充実による財務体質の強化
と株主の皆さまへの安定的な配当の継続実施を基本方針としております。 
 

（３）目標とする経営指標、中長期的な経営戦略 
当行は、経営理念に掲げた『九州№1 バンク』の実現に向けて、４年間（平成 17 年 4 月～平成 21 年 3

月）を計画期間とする中期経営計画「アクティブＮＣＢ」を策定し、本計画に掲げた諸施策に取り組んで
おります。 

①目指す銀行像 
経営理念に掲げた『九州№1バンク』の具現化に向けて、本計画期間における「目指す銀行像」を

次のとおり具体的に設定しております。 

【目指す銀行像】 
福岡県内を中心とした九州域内において  

中小企業・個人取引で競合他行に比べ圧倒的優位性を確保し  
九州№ 1 バンクとしての地位・存在感の確立を目指す。  

中小企業・個人取引で九州№1 

“地域の中小企業・個人のお客さまとのお取引”は、地域金融機関にとっての存立基盤であり、当

行はこの分野で圧倒的な九州№1の地位・存在感を確立いたします。 

②目標とする経営指標 
「アクティブＮＣＢ」において目標とする経営指標としては、中小企業・個人取引の規模を表す計

数だけでなく、地域の皆さまにご支持いただくために重要な収益性・効率性を表す計数のほか、企業
価値を表す一つの指標として時価総額を掲げております。 
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【目標とする経営指標】 

項 目 経 営 指 標 
目 標 計 数 等 
（平成21 年 3 月期） 

1.顧 客 基 盤 の 拡 大 
中小企業等貸出の残高・先数 
個人ローンの残高 

九州№1 

2.収 益 の 増 加 
コ ア 業 務 純 益 
経 常 利 益 
当 期 利 益 

700 億円以上 
500 億円以上 
300 億円以上 

3.ロ ー コ ス ト 化 ＯＨＲ（経費÷コア業務粗利益） 50％程度 

4.健 全 性 の 向 上 再生法開示債権比率  4％程度 

5.資 本 の 充 実 
連結自己資本比率 
 うちTierⅠ比率 
繰延税金資産比率（対 TierⅠ、単体ベース） 

 8％以上 
 6％以上 
10％程度 

6.マーケット評価の向上 
格 付 
時 価 総 額 

地銀上位水準 
九州地銀№1 

③基本施策（アクション・プラン） 
中小企業・個人取引を拡大するとともに、この分野での効率性を向上させリスクを巧くマネジメン

トすることにより、収益性をさらに高めるビジネスモデルを「コア事業モデル」と表現することとし、
「コア事業モデル」の確立に向けて、４つの基本施策（営業施策、効率化施策、リスクマネジメント

施策、グループ経営施策）に取り組んでまいります。 
また、「コア事業モデル」を確立するうえでベースとなるべき企業風土を構築するための施策を、

併せて展開いたします。 
 

（４）対処すべき課題 
本年４月にスタートした中期経営計画「アクティブＮＣＢ」の実践および昨年１２月に公表した「経営

の健全化のための計画」の着実な履行を通して、お取引先・株主の皆さま、地域社会、マーケットから高

く評価される『九州№1バンク』を創造することが、当行の対処すべき課題であると認識しております。 
昨年１０月の合併、本年１月のシステム統合と、経営統合に係る大きなイベントを無事に終え、この過

程で生まれた役職員の一体感や成し遂げた自信・エネルギーを活かし、『九州№1 バンク』を実現してま
いります。 

 
（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 
当行は、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の最重要課題と位置付け、「経営の健全性と透明

性の向上」、「意思決定の迅速化」及び「円滑な業務執行」に努めております。 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

①コーポレート・ガバナンス体制の状況 
ア．当行の取締役会は、取締役１６名（うち社外取締役１名）と監査役６名（うち社外監査役３名）
で構成され、重要な業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督しております。取締役会の活性
化と経営に対する外部の視点からのチェック機能の強化を図るため、社外取締役制度を導入すると
ともに、急速な事業環境の変化に機敏に対応するため、取締役の任期を１年としております。 
取締役会の下には経営会議を設置しており、取締役会で決定した経営方針等に基づき、経営に関
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する重要事項についての審議・決定を行っております。また、本会議には常勤監査役１名がオブザ
ーバーとして出席しております。 
さらに、業務執行体制の強化と併せて経営監督と業務執行の分離を通じた取締役の責任の明確化

を図るため、執行役員制度を導入しております。 
 

イ．当行は、監査役会制度を採用しており、常勤監査役３名と非常勤監査役（社外監査役）３名の計

６名で監査役会を構成し、全員が取締役会に出席し各取締役の業務執行状況を監督するとともに適
切な助言を行っております。 

内部監査については、取締役会直轄の組織として被監査部門から独立した監査部が内部統制の適
切性、有効性を検証しております。 
 

ウ．会計監査 
・ 業務を執行した公認会計士氏名：指定社員 業務執行社員 奥村 勝美・古屋 泰生・東 能利生 
・ 所属監査法人名：新日本監査法人 
・ 会計監査業務に係る補助者：公認会計士８名、会計士補５名 

 
エ．その他 
役員報酬の内容 
取締役の年間報酬額は２２７百万円、監査役の年間報酬額は４０百万円であります。 

監査報酬の内容 
公認会計士法第 2条第 1項に規定する業務（監査証明業務）に基づく報酬は３１百万円、それ以

外の合併関係その他に係る報酬は３７百万円であります。 

②社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 
社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

③コーポレート・ガバナンスの充実・強化に向けた取組みの実施状況 
目的や役割に応じ取締役会または経営会議に対して企画答申などを行う委員会等を設置しており、

外部の視点を取り入れることで、委員会機能の強化・充実を図っております。 

法令等遵守に関する経営上重要な事項について協議等を行う「コンプライアンス委員会」において
は、さらなる機能強化・充実を図る観点から、平成１７年１月より外部の専門家２名を外部委員とし
て招聘しております。 
また、 中期経営計画「アクティブＮＣＢ」および「経営の健全化のための計画」の着実な実施に

資することを目的に、経営陣を構成メンバーとする「健全化計画等フォロー委員会」ならびにその下
部機関で執行役員を中心メンバーとする「健全化計画等フォロー部会」を設置しており、経営陣の積
極的な関与と責任体制を明確にしたフォロー体制を整備しております。加えて、大口与信にかかるリ
スク管理の重要性に鑑み、外部の視点でリスク管理状況をフォローし、取締役会等に諮問する「健全

化計画等フォロー専門委員会」を平成１７年５月に設置し、外部の専門家３名を外部委員として招聘
しております。 

 
（６）親会社等に関する事項 
    当行は親会社等を有しておりません。 
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３．経営成績及び財政状態 
 

当行は期中での合併を行ったため、財政状態における前連結会計年度末比の増減額は、旧西日本銀行と旧福岡

シティ銀行の連結計数単純合算値との比較を記載しておりますが、損益状況に関しては、前期との比較記載は行って

おりません。 

（１）経営成績 

〔業  績〕 

当連結会計年度におけるわが国経済は、設備投資の増加等を背景とした企業収益の回復が、雇用・所得

環境の改善や個人消費の回復に緩やかに波及するなど、総じて底堅い推移となりました。 

この間、金融界においては、金融・資本市場の安定とデフレ克服を目指し、政府・日本銀行が一体とな

った量的緩和策を継続させるなか、大手行は「金融再生プログラム」に掲げられた不良債権比率半減目標

を達成する一方、地域金融機関は「リレーションシップバンキングの機能強化計画」における集中改善期

間の最終年度として、中小企業再生と地域経済活性化に向けた取組みを一段と強化しました。 

このような金融経済環境のなか、当行は資産の健全性を高めるため不良債権処理の促進を図る一方、資

金の効率的運用、フィービジネスの拡大及び経費削減を進めてまいりました。この結果、経常収益は     

１，４１９億５４百万円、経常利益は２４３億９２百万円、当期純利益は１４５億４２百万円となりまし

た。 

 

〔次期の見通し〕 

次期の連結業績予想につきましては、中期経営計画「アクティブＮＣＢ」に掲げた諸施策を着実に実践

することにより、経常利益２５５億円、当期純利益１０９億円程度の業績を見込んでおります。 

 

（２）財政状態 

〔主要勘定の状況〕 

主要勘定の期末残高につきましては、預金・譲渡性預金は投資信託、個人年金保険など預金以外の資産

運用ニーズに積極的に取組んだこともあり期中２７３億円減少し、６兆２６７億円となりました。また、

貸出金は資金需要の低迷に加え、不良債権の償却及び売却に伴うオフバランス化を進めたことにより期中

１,０６０億円減少し４兆８，１０８億円となりました。 

 

〔キャッシュ・フローの状況〕  

営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前当期純利益の計上、貸出金の減少、コール市場での

運用減少等を主因に、期中で１３７億円の収入超過となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは

債券等を中心とした新規投資が売却・償還を上回ったことにより１，４１０億円の支出超過となりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは社債の新規発行による収入が償還を上回り４５３億円の収

入超過となりました。以上の結果、現金及び現金同等物は期中８２０億円減少しましたが、合併に伴う現

金等の増加があり期末残高は２，９８９億円となりました。 

 

〔自己資本比率〕  

 平成 13年 3 月期 平成 14年 3 月期 平成 15年 3 月期 平成 16年 3 月期 平成 17年 3 月期 

連結自己資本比率 9.67％ 8.58％ 8.43％ 8.79％ 8.49％ 
（注）連結自己資本比率は、銀行法第 14 条の 2 の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき作成しております。

なお、平成 13年 3 月期までは国際統一基準、平成14 年 3月期以降は国内基準を採用しております。 
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（３）事業等のリスク 

当行グループ（当行及び当行の関係会社）の事業等のリスクに関し、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性があると考えられる主な事項を記載しております。当行グループはこれらのリスクの発生可能性を認

識したうえで、発生の予防・回避及び発生した場合の対応に努めております。 

なお、本項における将来に関する事項は、本資料作成日現在において判断したものであり、今後種々の要

因により変動する可能性があります。 

 

１．信用リスク 

①  不良債権 

経済情勢、債務者の経営状況、担保不動産価格の変動等により、当行グループの不良債権及び与信

関連費用が増加するリスク 

② 貸倒引当金 

担保・保証価値等が、実際の貸倒れ発生時点で貸倒引当金計上時の見積もりと乖離し、追加コスト

が発生するリスク、また、特定の債務者に係る経済実体の急激な悪化、経済情勢全般の悪化等により

貸倒引当金の積み増しを余儀なくされるリスク 

③  権利行使 

不動産価格の下落や流動性の欠如、有価証券価格の下落等の事情により、担保権を設定した不動産

や有価証券等の換金、もしくは債務者の保有するこれらの資産に対する強制執行等が不可能となるリ

スク、また、回収の効率、効果その他の観点から、当行グループが債権者として有する法的権利のう

ち、一部の行使を留保せざるを得ないリスク 

 

２．市場リスク 

市場性のある株式、債券等の有価証券について、市況の変動による価格の下落や市場金利の上昇による

債券価格の下落等が発生し、また、その他予期せぬ問題等の発生により想定外の減損や評価損を計上する

リスク 

 

３．流動性リスク 

財務内容の悪化等により資金繰りに問題が発生した場合や資金の確保に通常より高い金利での資金調

達を余儀なくされるリスク、また、市場の混乱等による市場取引の中止や、通常より著しく不利な価格で

の取引を余儀なくされるリスク 

 

４．自己資本比率に関するリスク 

当行及び銀行連結子会社の単体自己資本比率または連結自己資本比率が４％以上（国内基準）の水準を

下回った場合、金融庁から業務の全部または一部の停止等を含む様々な命令を受けるリスク 

自己資本比率に影響する主な要因 

・ 不良債権処理に伴う信用コストの増加 

・ 有価証券の減損処理、処理損の拡大 

・ その他の不利益項目 

・ 繰延税金資産の取崩 

・ リスクアセットのポートフォリオの変化 

・ 自己資本比率の基準、算定方法の変更及び算入制限の導入 
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５．退職給付債務 

退職給付債務及び退職給付費用に関し、その前提となる割引率や年金資産の期待運用収益率等が実際の

結果と異なり負担が増加するリスク、今後の割引率や年金資産の運用利回りの変動リスク 

 

６．公的資金 

「経営の健全化のため計画」の履行状況が不十分な場合、当局より業務改善命令等の措置を受けるリス

ク 

 

７．外部格付け 

外部格付機関が当行の格付けを引き下げた場合の資金・資本調達費用の増加リスク 

 

８．システム・事務リスク 

情報システムの障害や不正使用により損失が発生するリスク、事務ミス・不正等により事故が発生する

リスク 

 

９．顧客情報の漏洩リスク 

顧客情報の漏洩等により問題が生じるリスク 

 

10．経営リスク 

経営計画等に基づき展開される経営戦略、及び新規に立案した経営戦略が奏功しない場合、当初想定し

た期待すべき結果が得られないリスク 

 

11．その他 

企業経営の前提としての法律、規則、会計基準等様々な規制の改正・変更等により業務遂行に制限が加

わるリスク、その他自然災害、風評による損害の発生等のリスク 
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４．連結財務諸表等

第95期末(平成17年3月31日現在)連結貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

現 金 預 け 金 356,020         預 金 6,018,912       

コールローン及び買入手形 7,417           譲 渡 性 預 金 7,795           

買 入 金 銭 債 権 13,491          コールマネー及び売渡手形 23,911          

特 定 取 引 資 産 1,551           債券貸借取引受入担保金 55,134          

金 銭 の 信 託 18,000          借 用 金 76,597          

有 価 証 券 1,242,148       外 国 為 替 89              

貸 出 金 4,810,823       社 債 62,000          

外 国 為 替 2,168           信 託 勘 定 借 10              

そ の 他 資 産 31,223          そ の 他 負 債 47,149          

動 産 不 動 産 145,070         退 職 給 付 引 当 金 15,956          

繰 延 税 金 資 産 100,391         再評価に係る繰延税金負債 25,344          

連 結 調 整 勘 定 1,358           支 払 承 諾 109,713         

支 払 承 諾 見 返 109,713         負 債 の 部 合 計 6,442,615       

貸 倒 引 当 金 △ 110,317      （少 数 株 主 持 分）

投 資 損 失 引 当 金 △ 584          少 数 株 主 持 分 39,564          

（　資　本　の　部　）

資 本 金 59,364          

資 本 剰 余 金 99,586          

利 益 剰 余 金 27,852          

土 地 再 評 価 差 額 金 36,560          

その他有価証券評価差額金 23,159          

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 0            

自 己 株 式 △ 227          

資 本 の 部 合 計 246,297         

資 産 の 部 合 計 6,728,476       負 債 ､ 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 の 部 合 計 6,728,476       
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連結貸借対照表の注記 

１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２． 金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して

利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借

対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価により、先物・

オプション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。 

３． 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券の

うち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時

価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券

の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

４． 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、

時価法により行っております。 

５． デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

６． 当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を

除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建    物    ３年～６０年 

動   産    ２年～２０年 

連結される子会社及び子法人等の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法によ

り償却しております。 

７． 自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主と

して５年）に基づく定額法により償却しております。 

８． 新株発行費及び社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。 

９． 当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

10． 当行及び主要な連結される子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上し

ております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそ

れと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載さ

れている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額

を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる

債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ

の残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び下記 23．の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債

権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、

当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引

当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法。以下「ＤＣＦ法」という。）により引き当てております。また、当

該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権については、

個別的に残存期間を算定し、その残存期間に対応する今後の一定期間における予想損失額を引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上してお

ります。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査室が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証によ

る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は

１００，７５６百万円であります。 

なお、当連結会計年度より、平成１５年２月２４日に公表された日本公認会計士協会「銀行等金融機関におい

て貸倒引当金の計上方法としてキャッシュ・フロー見積法（ＤＣＦ法）が採用されている場合の監査上の留意事

項」等の趣旨を踏まえ、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者

（注） 



 

- 14 - 

のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権に

ついてＤＣＦ法を適用したことに伴い、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、従来の方法によった場合に比

べ、４，１４３百万円増加しております。なお、影響額は旧株式会社西日本銀行の計数を基礎として算出してお

りますが、合併による影響も含まれております。 

その他の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して

必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれ

ぞれ引き当てております。 

11． 当行の投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券及びゴルフ会員権等の発行会社の財政状

態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。 

12． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下

のとおりであります。 

過去勤務債務 その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（３年）による定額法によ

り損益処理 

数理計算上の差異    各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

また、従来、実際運用収益が期待運用収益を超過したこと等による数理計算上の差異の発生により、年金資産

が企業年金制度に係る退職給付債務を超えることとなった場合における当該超過額（以下「未認識年金資産」と

いう。）は「退職給付に係る会計基準注解」（注１）１により資産及び利益として認識しておりませんでしたが、

平成１７年３月１６日付で「退職給付に係る会計基準」（企業会計審議会平成 10年6月 16日）の一部が改正され、

早期適用により平成１７年３月３１日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表についても未認識年金資産を

資産及び利益として認識することが認められました。これに伴い、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号平成17 年 3月 16日）を適用し、当連結会計年度から未認識年金資

産を数理計算上の差異として費用の減額処理の対象としております。これにより前払年金費用が５６百万円減少

し、税金等調整前当期純利益が同額増加しております。 

13． 当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

14． 当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査

委員会報告第 24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場

変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残

存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。 

また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会

計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 15 号）を

適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管

理する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の

残存期間・想定元本金額に応じ平成１５年度から３年間にわたって、資金調達費用として期間配分しております。 

なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は１，３６３百万円であります。 

15． 当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建

取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。以

下「業種別監査委員会報告第 25 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方

法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手段

とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確

認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

16． デリバティブ取引のうち内部部門間の内部取引については、ヘッジ手段として指定している為替スワップ取引等に

対して、業種別監査委員会報告第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取

引の基準に準拠した運営を行っているため、当該為替スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又

は繰延処理を行っております。 
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なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

連結される子会社及び子法人等は、うち１社で一部の負債について金利スワップの特例処理を行っております

が、その他の子会社及び子法人等はヘッジ会計を行っておりません。 

17． 当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

ります。 

18． 動産不動産の減価償却累計額 ７４，３１８百万円 

19． 動産不動産の圧縮記帳額 ９，１１３百万円 

20． 連結貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部については、リース契約により使用しており

ます。 

21． 貸出金のうち、破綻先債権額は３３，６００百万円、延滞債権額は２１５，６８６百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第96条第 1 項

第 3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

22． 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１,０４５百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

23． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１１７，１４６百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

24． 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３６７，４７８百万円

であります。 

なお、21．から 24．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

25． 手形割引は、業種別監査委員会報告第24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受入れた商

業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面

金額は８１，７５０百万円であります。 

26． 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 ３２８，３４３百万円 

現金預け金   ９２百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 ２１，２６３百万円 

債券貸借取引受入担保金 ５５，１３４百万円 

借用金 ２，３２８百万円 

その他負債 １９９百万円 

有価証券のうち１３５，３２８百万円はコールマネーの担保に供しておりますが、当連結会計年度末現在にお

ける当該担保資産に対応する債務はありません。 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、現金預け金４百万円、有価証

券１４７，０１６百万円を差し入れております。 

また、動産不動産のうち保証金権利金は７，０７０百万円であります。 

27． ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上しておりま

す。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は１，９３８百万円、繰延ヘッジ利益の総額は５５百万円であり

ます。 

28． 土地の再評価に関する法律（平成 10年 3 月 31 日公布法律第 34号）に基づき、当行及び主要な連結される子会

社の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延
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税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上してお

ります。 

再評価を行った年月日                       平成 10年 3 月 31 日 

同法律第3 条第3 項に定める再評価の方法     土地の再評価に関する法律施行令（平成10 年 3 月 31 日公

布政令第 119 号）第 2 条第 1号に定める近隣の地価公示法

（昭和 44年公布法律第 49号）及び同条第 4 号に定める地

価税法（平成 3 年法律第 69号）に基づいて、時点修正等合

理的な調整を行って算出 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土

地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額               ４５，０９３百万円 

29． 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金６３，１００百

万円が含まれております。 

30． 社債には、劣後特約付社債４７，０００百万円、永久劣後特約付社債１５，０００百万円が含まれております。 

31． １株当たりの純資産額         ２５３円 ３８銭 

32． 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。 

33． 当連結会計年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

売却額           売却益           売却損 

１１９，９６７百万円      ４，５１０百万円         ７１２百万円 

34． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりでありま

す。 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

債券   ５４，１３０百万円 ４７７，８７７百万円 １８６，８３８百万円 １２０，７２９百万円 

 国債 ３３，８５９ ３３０，８１３ １３８，５６１    １２０，７２９ 

 地方債 ４，０９２ ９，３１４ １１，９８２ － 

 社債 １６，１７８ １３７，７４８ ３６，２９４ － 

その他 ６，２３２ ８３，２７９ １４９，５２２ １１，２４７ 

 合計 ６０，３６３ ５６１，１５６ ３３６，３６０ １３１，９７６ 

35． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は、１，５５８，８８０百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内

のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１，５４９，６７２百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結さ

れる子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項

が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信

保全上の措置等を講じております。 

36． 従来、投資事業有限責任組合並びに民法上の組合及び匿名組合のうち投資事業有限責任組合に類するものの出

資持分は、「その他資産」中のその他の資産に含めて表示しておりましたが、「証券取引法等の一部を改正する法

律」（平成16 年 6 月 9 日法律第97号）により当該出資持分が証券取引法上の有価証券と定義されたことに伴い、

当連結会計年度から「有価証券」に含めて表示しております。 

 



株式会社  西日本シティ銀行

       第95期 連結損益計算書

（単位：百万円）

141,954        

107,376        

貸 出 金 利 息 96,711         

有 価 証 券 利 息 配 当 金 10,403         

コールローン利息及び買入手形利息 66             

預 け 金 利 息 82             

そ の 他 の 受 入 利 息 111            

11             

26,160         

22             

1,242          

7,142          

117,562        

9,119          

預 金 利 息 3,043          

譲 渡 性 預 金 利 息 11             

コールマネー利息及び売渡手形利息 531            

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 465            

借 用 金 利 息 1,056          

社 債 利 息 940            

そ の 他 の 支 払 利 息 3,070          

7,773          

597            

73,537         

26,534         

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 12,897         

そ の 他 の 経 常 費 用 13,637         

24,392         

2,013          

動 産 不 動 産 処 分 益 5              

償 却 債 権 取 立 益 2,002          

そ の 他 の 特 別 利 益 5              

7,709          

動 産 不 動 産 処 分 損 3,149          

そ の 他 の 特 別 損 失 4,560          

18,697         

655            

2,856          

643            

14,542         

金 額

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

特 定 取 引 収 益

役 務 取 引 等 収 益

信 託 報 酬

科 目

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

特 別 損 失

そ の 他 業 務 費 用

特 別 利 益

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

平成16年 4月 1日から
平成17年 3月31日まで
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連結損益計算書の注記 

１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２． １株当たり当期純利益金額    ２４円 ５８銭 

３． 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 ２２円 ７４銭 

４． 特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定

取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等につ

いては前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度

末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

５． 「その他の特別損失」４，５６０百万円は、合併関連費用であります。 

６． 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15 年 3月法律第 9 号)が平成１５年３月３１日に公布され、平成１

６年４月１日以後開始する連結会計年度より法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び「資本等の

金額」に変更されることになりました。これに伴い、当行及び一部の国内連結子会社は、｢法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い｣(企業会計基準委員会実務対応報告第 12 号)に

基づき、「付加価値額」及び「資本等の金額」に基づき算定された法人事業税について、当連結会計年度から連結

損益計算書中の「営業経費」に含めて表示しております。 

７． 従来、投資事業有限責任組合並びに民法上の組合及び匿名組合のうち投資事業有限責任組合に類するものの営

業により獲得した損益の持分相当額については、「その他経常収益」及び「その他経常費用」に含めて表示してお

りましたが、「証券取引法等の一部を改正する法律（平成 16年 6 月 9日法律第 97 号）により当該組合の出資持分

が証券取引法上の有価証券と定義されたことに伴い、当連結会計年度から「資金運用収益」中の「有価証券利息

配当金」及び「その他業務費用」に含めて表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 



株式会社  西日本シティ銀行

     第95期    連結剰余金計算書

（単位：百万円）

33,643                            

65,943                            

合 併 に 伴 う 資 本 剰 余 金 増 加 高 57,536                            

新 株 予 約 権 付 社 債 の 転 換
に よ る 資 本 剰 余 金 増 加 高 8,407                             

－                                

99,586                            

15,064                            

15,712                            

当 期 純 利 益 14,542                            

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 1,169                             

2,924                             

自 己 株 式 処 分 差 損 647                               

配 当 金 1,152                             

合 併 に 伴 う 利 益 剰 余 金 減 少 高 1,124                             

27,852                            

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

金 額

(資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

科 目

資 本 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

(利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

    平成16年 4月 1日から
    平成17年 3月31日まで
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株式会社  西日本シティ銀行

第95期

（単位：百万円）
金 額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 18,697             
減価償却費 4,254              
連結調整勘定償却額 89                 
貸倒引当金の増加額 △ 3,469           
投資損失引当金の増加額 △ 20              
偶発損失引当金の増加額 △ 4               
退職給付引当金の増加額 △ 1,897           
資金運用収益 △ 107,376         
資金調達費用 9,119              
有価証券関係損益（△） △ 1,749           
為替差損益（△） △ 466             
動産不動産処分損益（△） 3,143              
特定取引資産の純増（△）減 △ 10              
貸出金の純増（△）減 16,167             
預金の純増減（△） △ 39,996          
譲渡性預金の純増減（△） △ 1,746           
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 1,428           
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ 11,459          
コールローン等の純増（△）減 56,978             
コールマネー等の純増減（△） △ 37,020          
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 27,238             
外国為替（資産）の純増（△）減 712                
外国為替（負債）の純増減（△） 17                 
普通社債の発行・償還による純増減（△） △ 20,000          
資金運用による収入 106,507            
資金調達による支出 △ 8,812           
その他 6,986              
     小   計 14,455             
法人税等の支払額 △ 739             
営業活動によるキャッシュ・フロー 13,715             

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 294,704         
有価証券の売却による収入 135,446            
有価証券の償還による収入 36,007             
金銭の信託の増加による支出 △ 14,000          
動産不動産の取得による支出 △ 5,932           
動産不動産の売却による収入 2,057              
子会社株式の取得による支出 △ 99              
子会社株式の売却による収入 138                
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 141,085         

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付社債・新株予約権付社債の発行による収入 67,000             
劣後特約付社債・新株予約権付社債の償還による支出 △ 20,000          
配当金支払額 △ 1,152           
少数株主への配当金支払額 △ 411             
自己株式の取得による支出 △ 215             
自己株式の売却による収入 82                 
財務活動によるキャッシュ･フロー 45,301             

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 3               
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △ 82,071          
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 207,677            
Ⅶ 合併に伴う現金及び現金同等物の増加高 173,317            
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 298,923            

(注) １. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
     ２．「現金及び現金同等物」は連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への
       預け金であります。

    連結キャッシュ・フロー計算書

科 目

平成16年 4月  1日から
平成17年 3月 31日まで
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株式会社  西日本シティ銀行

（単位：百万円）

科 目

（　資　産　の　部　）
現 金 預 け 金 356,020        225,751        130,269        
コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 7,417          64,428         △ 57,011      
買 入 金 銭 債 権 13,491         970            12,521         
特 定 取 引 資 産 1,551          739            812            
金 銭 の 信 託 18,000         4,000          14,000         
有 価 証 券 1,242,148      602,596        639,552        
貸 出 金 4,810,823      2,779,629      2,031,194      
外 国 為 替 2,168          1,788          380            
そ の 他 資 産 31,223         23,755         7,468          
動 産 不 動 産 145,070        78,269         66,801         
繰 延 税 金 資 産 100,391        63,569         36,822         
連 結 調 整 勘 定 1,358          －             1,358          
支 払 承 諾 見 返 109,713        60,843         48,870         
貸 倒 引 当 金 △ 110,317     △ 52,359      △ 57,958      
投 資 損 失 引 当 金 △ 584         △ 605         21             
資 産 の 部 合 計 6,728,476      3,853,378      2,875,098      

（　負　債　の　部　）
預 金 6,018,912      3,385,776      2,633,136      
譲 渡 性 預 金 7,795          9,542          △ 1,747       
コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 23,911         59,339         △ 35,428      
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 55,134         27,475         27,659         
借 用 金 76,597         42,691         33,906         
外 国 為 替 89             34             55             
社 債 62,000         55,000         7,000          
信 託 勘 定 借 10             11             △ 1           
そ の 他 負 債 47,149         31,249         15,900         
退 職 給 付 引 当 金 15,956         7,780          8,176          
偶 発 損 失 引 当 金 －             4              △ 4           
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 25,344         14,552         10,792         
連 結 調 整 勘 定 －             314            △ 314         
支 払 承 諾 109,713        60,843         48,870         
負 債 の 部 合 計 6,442,615      3,694,616      2,747,999      

（少 数 株 主 持 分）
少 数 株 主 持 分 39,564         29,707         9,857          

（ 資　本　の　部 ）
資 本 金 59,364         50,872         8,492          
資 本 剰 余 金 99,586         33,643         65,943         
利 益 剰 余 金 27,852         15,064         12,788         
土 地 再 評 価 差 額 金 36,560         21,468         15,092         
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 23,159         8,165          14,994         
為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 0           △ 0           0              
自 己 株 式 △ 227         △ 160         △ 67          
資 本 の 部 合 計 246,297        129,053        117,244        
負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 の 部 合 計 6,728,476      3,853,378      2,875,098      

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
      ２．平成15年度末は旧西日本銀行の実績を表示しております。

平成16年度末
(Ａ)

平成15年度末
(Ｂ)

比    較
(Ａ－Ｂ)

比較連結貸借対照表
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 株式会社  西日本シティ銀行

（単位：百万円）

141,954      111,847      30,107       

107,376      77,296       30,080       

( 96,711       ) ( 69,174       ) ( 27,537       )

( 10,403       ) ( 7,958        ) ( 2,445        )

11           11           △ 0         

26,160       20,826       5,334        

22           0            22           

1,242        4,348        △ 3,106     

7,142        9,364        △ 2,222     

117,562      99,950       17,612       

9,119        6,789        2,330        

( 3,043        ) ( 1,885        ) ( 1,158        )

7,773        4,922        2,851        

－           13           △ 13        

597          618          △ 21        

73,537       53,500       20,037       

26,534       34,106       △ 7,572     

24,392       11,896       12,496       

2,013        3,307        △ 1,294     

7,709        1,065        6,644        

18,697       14,138       4,559        

655          553          102          

2,856        9,543        △ 6,687     

643          355          288          

14,542       3,685        10,857       

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
      ２．平成15年度は旧西日本銀行の実績を表示しております。

役 務 取 引 等 費 用

特 定 取 引 費 用

特 別 損 失

そ の 他 業 務 費 用

特 別 利 益

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

（ う ち 預 金 利 息 ）

そ の 他 経 常 収 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

信 託 報 酬

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ）

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

科 目

比較連結損益計算書

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

平成16年度
(Ａ)

平成15年度
(Ｂ)

比     較
（Ａ－Ｂ）
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株式会社  西日本シティ銀行

（単位：百万円）

33,643        37,783        △ 4,140      

65,943        －            65,943        

合 併 に 伴 う 資 本 剰 余 金 増 加 高 57,536        －            57,536        

新 株 予 約 権 付 社 債 の 転 換
に よ る 資 本 剰 余 金 増 加 高 8,407         －            8,407         

－            4,139         △ 4,139      

欠損填補の為の利益剰余金への振替額 －            4,139         △ 4,139      

99,586        33,643        65,943        

15,064        6,572         8,492         

15,712        8,691         7,021         

当 期 純 利 益 14,542        3,685         10,857        

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 1,169         308           861           

欠損填補の為の資本剰余金からの振替額 －            4,139         △ 4,139      

持分変動に伴う利益剰余金増加高 －            557           △ 557        

2,924         199           2,725         

自 己 株 式 処 分 差 損 647           －            647           

配 当 金 1,152         －            1,152         

合 併 に 伴 う 利 益 剰 余 金 減 少 高 1,124         199           925           

27,852        15,064        12,788        

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
      ２．平成15年度は旧西日本銀行の実績を表示しております。

比較連結剰余金計算書

平成16年度
（Ａ）

平成15年度
（Ｂ）

比     較
（Ａ－Ｂ）科 目

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 増 加 高
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 （単位：百万円）
平成16年度

（Ａ）
平成15年度

（Ｂ）
比   較

（Ａ－Ｂ）
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 18,697       14,138       4,559       
減価償却費 4,254        3,127        1,127       
連結調整勘定償却額 89           △ 103       192         
貸倒引当金の増加額 △ 3,469     949          △ 4,418    
投資損失引当金の増加額 △ 20        △ 26        6           
債権売却損失引当金の増加額 －           △ 1,192     1,192       
偶発損失引当金の増加額 △ 4         4            △ 8        
退職給付引当金の増加額 △ 1,897     △ 501       △ 1,396    
資金運用収益 △ 107,376   △ 77,296    △ 30,080   
資金調達費用 9,119        6,789        2,330       
有価証券関係損益（△） △ 1,749     △ 8,375     6,626       
金銭の信託の運用損益（△） －           △ 129       129         
為替差損益（△） △ 466       △ 461       △ 5        
動産不動産処分損益（△） 3,143        1,027        2,116       
特定取引資産の純増（△）減 △ 10        158          △ 168      
貸出金の純増（△）減 16,167       98,245       △ 82,078   
預金の純増減（△） △ 39,996    △ 100,752   60,756      
譲渡性預金の純増減（△） △ 1,746     △ 9,045     7,299       
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ 1,428     △ 2,121     693         
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ 11,459    △ 2,579     △ 8,880    
コールローン等の純増（△）減 56,978       △ 41,065    98,043      
コールマネー等の純増減（△） △ 37,020    20,955       △ 57,975   
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 27,238       △ 10,615    37,853      
外国為替（資産）の純増（△）減 712          402          310         
外国為替（負債）の純増減（△） 17           15           2           
普通社債の発行・償還による純増減（△） △ 20,000    －           △ 20,000   
資金運用による収入 106,507      78,017       28,490      
資金調達による支出 △ 8,812     △ 7,519     △ 1,293    
その他 6,986        8,487        △ 1,501    
     小   計 14,455       △ 29,466    43,921      
法人税等の支払額 △ 739       △ 423       △ 316      
営業活動によるキャッシュ・フロー 13,715       △ 29,890    43,605      

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 294,704   △ 353,756   59,052      
有価証券の売却による収入 135,446      352,595      △ 217,149  
有価証券の償還による収入 36,007       111,388      △ 75,381   
金銭の信託の増加による支出 △ 14,000    △ 3,000     △ 11,000   
金銭の信託の減少による収入 －           2,566        △ 2,566    
動産不動産の取得による支出 △ 5,932     △ 3,235     △ 2,697    
動産不動産の売却による収入 2,057        1,130        927         
子会社株式の取得による支出 △ 99        －           △ 99       
子会社株式の売却による収入 138          4,339        △ 4,201    
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 141,085   112,029      △ 253,114  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入 －           2,500        △ 2,500    
劣後特約付社債・新株予約権付社債の発行による収入 67,000       －           67,000      
劣後特約付社債・新株予約権付社債の償還による支出 △ 20,000    △ 24,999    4,999       
配当金支払額 △ 1,152     －           △ 1,152    
少数株主への配当金支払額 △ 411       △ 9         △ 402      
少数株主への株式発行による収入 －           160          △ 160      
自己株式の取得による支出 △ 215       △ 27        △ 188      
自己株式の売却による収入 82           －           82          
財務活動によるキャッシュ･フロー 45,301       △ 22,375    67,676      

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 3         △ 18        15          
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △ 82,071    59,745       △ 141,816  
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 207,677      147,931      59,746      
Ⅶ 合併に伴う現金及び現金同等物の増加高 173,317      －           173,317     
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 298,923      207,677      91,246      
(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
     ２．平成15年度は旧西日本銀行の実績を表示しております。

比較連結キャッシュ・フロー計算書
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連結財務諸表作成の基本となる事項 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結される子会社及び子法人等             １３社 

ＮＣＢビジネスサービス株式会社 

ＮＣＢオフィスサービス株式会社 

ＮＣＢモーゲージサービス株式会社 

西銀ターンアラウンド・パートナーズ株式会社 

シティ・ターンアラウンド・サポート株式会社 

Nishi-Nippon Finance (Cayman) Limited 

Nishi-Nippon Preferred Capital (Cayman) Limited 

九州カード株式会社 

株式会社長崎銀行 

西銀カード株式会社 

西日本信用保証株式会社 

ＮＣＢコンピューターサービス株式会社 

株式会社ＮＣＢ経営情報サービス 

なお、シティ・ターンアラウンド・サポート株式会社、九州カード株式会社及び株式会社長崎銀行は、

株式会社福岡シティ銀行との合併により当連結会計年度から連結しております。 

（２）非連結の子会社及び子法人等 

株式会社長崎総合リース 

株式会社ながさきバンクカード 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する

合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 

株式会社長崎総合リース 

株式会社ながさきバンクカード 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象

から除いております。 

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度に関する事項 

（１）連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

３月末日          １３社 

（２）連結される子会社及び子法人等の事業年度末日と連結決算日は一致しております。 

４．連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

５．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については５年間の均等償却を行っております。 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しております。 

 



株式会社  西日本シティ銀行 

- 26 - 

５．セグメント情報 
     
１．事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（自平成 16 年 4 月１日至平成 17 年 3 月 31 日） 
                 （単位：百万円） 

     

  銀行業務 
債 権 管 理 ・ 

再生支援業務 
その他の業務 

計 相殺消去 連 結 

Ⅰ．経常収益及び経常損益       
経 常 収 益       

 外部顧客に対する経常収益 134,407 607 6,939 141,954     － 141,954 

 ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ 間の内 部経常収益 369 10 11,476 11,856 (      11,856) － 

 計 134,777 617 18,416 153,811 (      11,856) 141,954 

経 常 費 用 113,557 3,297 18,575 135,430 (      17,868) 117,562 

経 常 利 益 21,220 △ 2,679 △ 159 18,381        6,011  24,392 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出       

資    産 6,710,844 49,771 90,306 6,850,921 (     122,444) 6,728,476 

減 価 償 却 費 4,231 － 169 4,401 (         146) 4,254 

資 本 的 支 出 9,080 － 249 9,329 (         155) 9,173 

 
前連結会計年度（自平成 15 年 4 月１日至平成 16 年 3 月 31 日） 

                            （単位：百万円） 
    

  銀行業務 その他の業務 
計 相殺消去 連 結 

Ⅰ．経常収益及び経常損益      

経 常 収 益      

 外部顧客に対する経常収益 107,144 4,703 111,847     － 111,847 

 ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ 間の内部経常収益 2,760 6,585 9,345 (       9,345) － 

 計 109,905 11,288 121,193 (       9,345) 111,847 

経 常 費 用 96,779 12,249 109,028 (       9,078) 99,950 

経 常 利 益 13,125 △ 960 12,164 (         267) 11,896 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出      
資    産 3,858,914 89,081 3,947,996 (      94,617) 3,853,378 

減 価 償 却 費 3,036 103 3,139 (          11) 3,127 

資 本 的 支 出 4,216 31 4,248 (          －) 4,248 

1. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 
2. 事業区分は、連結会社の事業の内容により銀行業務、債権管理・再生支援業務及びその他の業務に区分
しております。 

3. 各事業区分の主な事業内容 
（1） 銀行業務 ････････････････銀行業 
（2） 債権管理・再生支援業務･･･債権管理・再生支援業 
（3） その他の業務 ････････････事務受託、人材派遣、担保不動産調査・評価、証券業、信用保証、 
  クレジットカード、計算受託業等 

4. 前連結会計年度は、旧西日本銀行の実績を表示しております。 
5. 西銀ターンアラウンド・パートナーズ株式会社は、設立により前連結会計年度から連結の範囲に追加し、
「その他の業務」に含めて計上しておりましたが、当連結会計年度より「債権管理・再生支援業務」とし
て計上しております。 

6. 株式会社福岡シティ銀行との合併に伴い、当連結会計年度より「銀行業務」において１社、「債権管理・
再生支援業務」において１社、「その他の業務」において１社を各セグメント別業績に追加しております。 

 

２．所在地別セグメント情報 
全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
 

３．国際業務経常収益 

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 
 

（注）
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６．リース取引 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

７．関連当事者との取引 

該当ありません。 

８．税効果会計 
 

  当 連 結 会 計 年 度 
  自 平成 16年 4 月 1 日 
  至 平成 17年 3 月 31 日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成15 年 4月 1 日 
至 平成16 年 3月 31日 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額        62,637百万円 

退職給付引当金                       6,581百万円 

減価償却の償却超過額                 3,434百万円 

税務上の繰越欠損金                  69,854百万円 

その他                               4,771百万円 

繰延税金資産小計                     147,280 百万円 

評価性引当額                     △ 32,330百万円 

繰延税金資産合計                     114,949 百万円 

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金                    △ 2 百万円 

その他有価証券評価差額金         △ 14,555百万円 

繰延税金負債合計                  △ 14,558 百万円 

繰延税金資産の純額                   100,391 百万円 

2.  連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率                              40.4％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目  0.7％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 1.5％ 

住民税均等割等                           0.2％ 

評価性引当額の増加                   △ 24.0％ 

特定資産等譲渡損損金不算入 6.4％ 

その他                                △ 3.5％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率        18.7％ 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額        27,545百万円 

退職給付引当金                       2,545百万円 

減価償却の償却超過額                 1,148百万円 

税務上の繰越欠損金                  43,916百万円 

その他                               2,948百万円 

繰延税金資産小計                      78,103 百万円 

評価性引当額                     △ 10,028百万円 

繰延税金資産合計                      68,075 百万円 

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金                    △ 0 百万円 

その他有価証券評価差額金          △ 4,505百万円 

繰延税金負債合計                   △ 4,505 百万円 

繰延税金資産の純額                    63,569 百万円 

2.  連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるとき

の、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率                              41.7％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目  1.5％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 2.0％ 

住民税均等割等                           0.7％ 

評価性引当額の増加                     16.3％ 

特定資産等譲渡損損金不算入 18.1％ 

その他                                △ 4.9％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率        71.4％ 

（注）前連結会計年度は旧西日本銀行の計数を表示しております。 
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９．有価証券 
    
（有価証券関係） 
 
１．売買目的有価証券 

（単位：百万円） 

当連結会計年度末 
（平成 17 年3 月 31 日現在） 

前連結会計年度末 
（平成 16 年3 月 31 日現在） 

 
 

連結貸借 
対照表計上額 

当連結会計年度の損益 
に含まれた評価差額 

連結貸借 
対照表計上額 

前連結会計年度の損益 
に含まれた評価差額 

売買目的有価証券 1,551 2 739 △ 0 

（注）前連結会計年度末は旧西日本銀行の計数を表示しております。 
 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
（単位：百万円） 

当連結会計年度末 
（平成 17 年3 月 31 日現在） 

前連結会計年度末 
（平成 16 年3 月 31 日現在） 

  

期別 
 

種類 連結貸借 
対照表計上額 時価 差額 

うち益 うち損 
連結貸借 

対照表計上額 時価 差額 
うち益 うち損 

債 券 10,000 10,094 93 93 － － － － － － 

 国  債 10,000 10,094 93 93 － － － － － － 

合 計 10,000 10,094 93 93 － － － － － － 

（注）1．時価は、連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 

2．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

3．前連結会計年度末は旧西日本銀行の計数を表示しております。 
 

３．その他有価証券で時価のあるもの 
  （単位：百万円） 

当連結会計年度末 
（平成 17 年3 月 31 日現在） 

前連結会計年度末 
（平成 16 年3 月 31 日現在） 

  

期別 
 

種類 取得原価 連結貸借 
対照表計上額 

評価 
差額 うち益 うち損 

取得原価 連結貸借 
対照表計上額 

評価 
差額 うち益 うち損 

株 式 87,587 122,080 34,493 36,314 1,820 53,674 72,040 18,366 20,346 1,980 

債 券 803,583 805,949 2,365 4,437 2,072 393,003 387,156 △5,846 260 6,106 

国  債 612,053 613,963 1,909 3,436 1,526 267,419 262,645 △4,774 58 4,832 

地方債 25,688 25,389 △298 88 387 12,920 12,345 △574 12 587  

社  債 165,842 166,596 754 912 158 112,663 112,165 △498 189 687 

そ の 他 265,698 266,685 986 3,964 2,977 114,112 114,377 264 816 552 

合 計 1,156,869 1,194,715 37,845 44,716 6,871 560,790 573,574 12,784 21,423 8,639 

（注）1．連結貸借対照表計上額は、連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 

2．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

3．前連結会計年度末は旧西日本銀行の計数を表示しております。 

 
４．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

   （単位：百万円） 

  当連結会計年度末 
（平成 17 年3 月 31 日現在） 

前連結会計年度末 
（平成 16 年3 月 31 日現在） 

その他有価証券         

非上場株式（店頭売買株式を除く） 11,698 11,780 

非公募事業債 23,625 15,631 

その他 2,109 1,609 

（注）前連結会計年度末は旧西日本銀行の計数を表示しております。 
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 (金銭の信託関係) 
 
１．運用目的の金銭の信託 

（単位：百万円） 
当連結会計年度末 

（平成 17 年3 月 31 日現在） 
前連結会計年度末 

（平成 16 年3 月 31 日現在） 
 
 

連結貸借 
対照表計上額 

当連結会計年度の損益 
に含まれた評価差額 

連結貸借 
対照表計上額 

前連結会計年度の損益 
に含まれた評価差額 

運用目的の金銭の信託 18,000 227 4,000 － 

（注）前連結会計年度末は旧西日本銀行の計数を表示しております。 
 

２．満期保有目的の金銭の信託 
 
該当ありません。 

 
３．その他の金銭の信託 

 
該当ありません。 

 
 

（その他有価証券評価差額金） 
 

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 
（単位：百万円） 

 当連結会計年度末 
（平成 17 年3 月 31 日現在） 

前連結会計年度末 
（平成 16 年3 月 31 日現在） 

評価差額 37,845 12,784 

 その他有価証券 37,845         12,784 

（＋）繰延税金資産 
（又は（△）繰延税金負債） △ 14,555 △ 4,514 

その他有価証券評価差額金 
（持分相当額調整前） 23,289 8,269 

（△）少数株主持分相当額 △ 130 △ 104 

その他有価証券評価差額金 23,159 8,165 

（注）前連結会計年度末は旧西日本銀行の計数を表示しております。 
 
10．デリバティブ取引 

 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
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11．退職給付会計 
 
１．採用している退職給付制度の概要 

当行及び国内の連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及
び退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付
債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 
なお、当行において退職給付信託を設定しております。 
当連結会計年度末現在、当行及び国内の連結子会社全体で退職一時金制度については９社が有しており､また、企業年金

基金は当行、厚生年金基金は連結子会社１社、適格退職年金は連結子会社４社が有しております。 
 

２．退職給付債務に関する事項  
                                                         （単位：百万円） 

区          分 当連結会計年度末 
(平成17 年3 月31日現在) 

前連結会計年度末 
(平成16 年3 月31日現在) 

退職給付債務 
年金資産 
未積立退職給付債務 
未認識年金資産 
会計基準変更時差異の未処理額 
未認識数理計算上の差異 
未認識過去勤務債務 
連結貸借対照表計上額純額 
前払年金費用 
退職給付引当金 

(A) 
(B) 
(C)=(A)+(B) 
(D) 
(E) 
(F) 
(G) 
(H)=(C)+(D)+(E)+(F)+(G) 
(I) 
(H)-(I) 

△54,108 
      36,633 

△17,474 
－ 
－ 

7,252 
△584 

△10,806 
   5,149 
 △15,956 

△34,748 
      27,576 

△7,172 
△564 

－ 
6,270 

－ 
△1,466 
   6,314 
 △7,780 

（注）1．臨時に支払う割増退職金は含めておりません。 
2．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
3．前連結会計年度末は旧西日本銀行の計数を表示しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項 
                                                          （単位：百万円） 

区          分 当連結会計年度 
(平成17 年3 月31日現在) 

前連結会計年度 
(平成16 年3 月31日現在) 

勤務費用 
利息費用 
期待運用収益 
過去勤務債務の費用処理額 
数理計算上の差異の費用処理額 
会計基準変更時差異の費用処理額 
その他（臨時に支払った割増退職金等） 
退職給付費用 

1,514 
1,107 

△1,340 
△116 
1,080 

－ 
    410 
  2,654 

1,175 
873 

△1,002 
－ 

1,114 
－ 

    357 
  2,518 

（注）1．企業年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 
2．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に計上しております。 
3．前連結会計年度末は旧西日本銀行の計数を表示しております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

区          分 当連結会計年度末 
(平成17 年3 月31日現在) 

前連結会計年度末 
(平成16 年3 月31日現在) 

(1)割引率 2.5％ 2.5％ 
(2)期待運用収益率 主として4.5％ 4.5％ 
(3)退職給付見込額の期間配分方法 主として期間定額基準 期間定額基準 
(4)過去勤務債務の額の処理年数 3 年(その発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数による定額法に
よる) 

－ 

(5)数理計算上の差異の処理年数 10年(各連結会計年度の発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数
による定額法により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理することとしている) 

10 年(各連結会計年度の発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数
による定額法により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理することとしている) 

(6)会計基準変更時差異の処理年数 － － 
（注）前連結会計年度末は旧西日本銀行の計数を表示しております。 

 
12．生産、受注及び販売の状況 
 

銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。 



平成17年3月期 個別財務諸表の概要    平成17年5月25日

上 場 会 社 名    株式会社西日本シティ銀行    上場取引所  東 大 福　　
コ ー ド 番 号    8327      本社所在都道府県　
(URL http：//www．ncbank．co．jp/) 福岡県
代    表    者    取締役頭取    新藤 恒男
問合せ先責任者    執行役員総合企画部長 光富 彰 TEL (092)476-1111
決算取締役会開催日　　平成17年5月25日 中間配当制度の有無　　有
配当支払開始予定日　　平成17年6月30日 定時株主総会開催日　　平成17年6月29日
単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000株)

１．17年3月期の業績（平成16年4月1日～平成17年3月31日）
 ※平成16年3月期は旧西日本銀行の実績を、平成17年3月期は旧西日本銀行の上半期実績に合併新銀行（西日本シティ銀行）
   の下半期実績を加算して表示しております。

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年3月期 130,891 （   19.1） 21,445 （   63.4） （  132.9）
16年3月期 109,905 （    4.3） 13,125 （     - ） （     - ）

  １ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

株 主 資 本
当期純利益率 経常収支率

円　　銭 円　　銭 ％ ％ 百万円

17年3月期   20   57    19   24    7.5   83.6 5,778,170
16年3月期   11   45  －   4.2   88.1 3,394,705

(注)①期中平均株式数 普通株式 17年3月期   557,384,756株　　　16年3月期   461,572,223株 
第１回優先株式 17年3月期    34,904,109株　　　16年3月期            - 株 

    ②会計処理の方法の変更 無
    ③経常収支率＝経常費用／経常収益×100
    ④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額

中 間 期 末 ( 年 間 )
円　  銭 円　  銭 円　  銭 百万円 ％ ％

17年3月期 普通株式     4    00     0     0     4    00 2,769
第１回優先株式    12    00     0     0    12    00   840

16年3月期 普通株式     2    50     0     0     2    50 1,153
(注)17年3月期期末配当金の内訳　　　記念配当   －  円  銭、　特別配当   －  円  銭

(3)財政状態
１株当たり
株 主 資 本

百万円 百万円 ％ 円   銭 ％

17年3月期 6,452,182 246,657 3.8         253  91  
16年3月期 3,858,914 130,415 3.4         282  58  

(注)①期末発行済株式数　 普通株式 17年3月期　 692,447,511株　    16年3月期   461,522,338株
第１回優先株式 17年3月期　  70,000,000株　    16年3月期            - 株

 　 ②期末自己株式数　　 17年3月期       529,694株　    16年3月期 　    373,278株

２．18年3月期の業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

中 間
百万円 百万円 百万円 円　  銭

中間期      79,500    10,000     3,000 普通株式   0     0
第１回優先株式   0     0

通  期     160,000    25,300    10,900 普通株式 －
第１回優先株式 －

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）        14円  53銭

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の９ページを参照願います。

   8.20 （国内基準）

   8.58 （国内基準）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

  4    00   4    00

円  　銭
－
－－

 12    00

期 末

－

 12    00

円  　銭

自 己 資 本 比 率

1.6

0.9

19.4

21.8

経 常 利 益 当期純利益

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率

経 常 収 益

配 当 率
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

経 常 収 益 当 期 純 利 益

預 金 残 高

  12,303
   5,283

経 常 利 益

株 主 資 本
配 当 性 向
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（ご参考）

『17年3月期の業績』指標算式

■1株当たり当期純利益

■潜在株式調整後1株当たり当期純利益

■株主資本当期純利益率

■1株当たり株主資本

『18年3月期の業績予想』指標算式

■1株当たり予想当期純利益

※自己株式を除く

×100
[(期首株主資本－期首発行済優先株式数×発行価額)＋(期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額)]÷2

予想当期純利益－予想優先株式配当金総額

普通株式の当期末発行済株式数※

普通株式に係る当期純利益

普通株式の期中平均株式数※

普通株式に係る当期純利益＋当期純利益調整額

普通株式の期中平均株式数※＋潜在株式に係る権利の行使を仮定した普通株式増加数

当期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額－優先株式配当金総額

普通株式の当期末発行済株式数※

当期純利益－優先株式配当金総額
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13．個別財務諸表等

（単位：百万円）
金 額 金 額

322,301          5,778,170        
現 金 113,585          247,386          
預 け 金 208,715          2,415,205        

7,417            65,572           
1,109            27,583           
1,551            2,913,719        

商 品 有 価 証 券 1,551            19,380           
18,000           89,322           

1,260,644        11,245           
国 債 596,689          23,911           
地 方 債 25,389           55,134           
社 債 188,385          101,550          
株 式 181,113          101,550          
そ の 他 の 証 券 269,066          89               

4,542,744        20               
割 引 手 形 78,055           68               
手 形 貸 付 352,146          47,000           
証 書 貸 付 3,530,918        10               
当 座 貸 越 581,623          27,464           

2,168            1,013            
外 国 他 店 預 け 725              624              
買 入 外 国 為 替 569              13,759           
取 立 外 国 為 替 872              4,598            

28,409           3                
未 決 済 為 替 貸 1,026            5,804            
前 払 費 用 127              1,659            
未 収 収 益 6,724            15,099           
金 融 派 生 商 品 555              24,782           
繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 1,882            121,065          
そ の 他 の 資 産 18,092           6,205,524        

139,006          
土 地 建 物 動 産 132,740          59,364           
保 証 金 権 利 金 6,265            94,969           

94,447           94,969           
121,065          34,880           

△ 76,474        12,928           
△ 10,208        12,107           

圧 縮 積 立 金 1                
別 途 積 立 金 12,106           

9,844            
当 期 純 利 益 12,303           

36,560           
21,109           
△ 227           

246,657          
6,452,182        6,452,182        

債券貸借取引受入担保金

給 付 補 て ん 備 金

負 債 の 部 合 計

外 国 為 替

未 払 費 用
前 受 収 益

信 託 勘 定 借
そ の 他 負 債

再評価に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金

科 目 科 目

金 融 派 生 商 品
そ の 他 の 負 債

社 債
未 払 外 国 為 替
売 渡 外 国 為 替

コ ー ル マ ネ ー

借 用 金

未 払 法 人 税 等

（ 資 本 の 部 ）

その他有価証券評価差額金

任 意 積 立 金
利 益 準 備 金

資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
資 本 準 備 金

当 期 未 処 分 利 益

資 産 の 部 合 計

繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

自 己 株 式

（ 負 債 の 部 ）
預 金

譲 渡 性 預 金

当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金

支 払 承 諾

土 地 再 評 価 差 額 金

動 産 不 動 産

資 本 の 部 合 計

（ 資 産 の 部 ）

第95期末（平成17年3月31日現在）貸借対照表

未 決 済 為 替 借

通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

借 入 金

コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権

現 金 預 け 金

投 資 損 失 引 当 金

特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託
有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産
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貸借対照表の注記 

１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２． 金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して

利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。） の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借対

照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算日の時価により、先物・オ

プション取引等の派生商品については決算日において決済したものとみなした額により行っております。 

３． 有価証券の評価は、子会社・子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価の

あるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものに

ついては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額につ

いては、全部資本直入法により処理しております。 

４． 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、

時価法により行っております。 

５． デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

６． 動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成10 年 4 月 1 日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建      物     ３年～６０年 

動      産     ２年～２０年 

７． 自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しており

ます。 

８． 営業権は、商法施行規則の規定に基づき５年の均等償却をしております。 

９． 新株発行費及び社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。 

10． 外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社株式を除き、決算日の為替相場による円

換算額を付しております。 

11． 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそ

れと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載さ

れている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額

を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる

債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ

の残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

破綻懸念先及び下記 27．の貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債

権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、

当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引

当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法。以下「ＤＣＦ法」という。）により引き当てております。また、当

該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権については、

個別的に残存期間を算定し、その残存期間に対応する今後の一定期間における予想損失額を引き当てております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上してお

ります。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査室が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保･保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による

回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は  

４４，５７９百万円であります。 

なお、当期より、平成１５年２月２４日に公表された日本公認会計士協会「銀行等金融機関において貸倒引当

金の計上方法としてキャッシュ・フロー見積法（ＤＣＦ法）が採用されている場合の監査上の留意事項」等の趣

旨を踏まえ、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債

権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権についてＤＣ

（注） 
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Ｆ法を適用したことに伴い、経常利益及び税引前当期純利益は、従来の方法によった場合に比べ、４，１０９百

万円増加しております。なお、影響額は旧株式会社西日本銀行の計数を基礎として算出しておりますが、合併に

よる影響も含まれております。 

12． 投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券及びゴルフ会員権等の発行会社の財政状態等を

勘案して必要と認められる額を計上しております。 

13． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりで

あります。 

過去勤務債務 その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（３年）による定額法によ

り損益処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理 

また、従来、実際運用収益が期待運用収益を超過したこと等による数理計算上の差異の発生により、年金資産

が企業年金制度に係る退職給付債務を超えることとなった場合における当該超過額（以下「未認識年金資産」と

いう。）は「退職給付に係る会計基準注解」（注１）１により資産及び利益として認識しておりませんでしたが、

平成１７年３月１６日付で「退職給付に係る会計基準」（企業会計審議会平成 10年6月 16日）の一部が改正され、

早期適用により平成 1７年３月３１日に終了する事業年度に係る財務諸表についても未認識年金資産を資産及び

利益として認識することが認められました。これに伴い、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用

指針」（企業会計基準適用指針第7号平成17 年 3月 16日）を適用し、当期から未認識年金資産を数理計算上の差

異として費用の減額処理の対象としております。これにより前払年金費用が５６百万円減少し、税引前当期純利

益が同額増加しております。 

14． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

15． 金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関

する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会

報告第24 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を

相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間

毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。 

また、当期末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関

する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 15 号）を適用して実施し

ておりました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マ

クロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・想定元

本金額に応じ平成１５年度から３年間にわたって、資金調達費用として期間配分しております。 

なお、当期末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は１，３６３百万円であります。 

16． 外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等

の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。以下「業

種別監査委員会報告第 25 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法につ

いては、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、

ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認する

ことによりヘッジの有効性を評価しております。 

また、外貨建子会社株式の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄

を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包

括ヘッジとして繰延ヘッジを適用しております。 

17． デリバティブ取引のうち内部部門間の内部取引については、ヘッジ手段として指定している為替スワップ取引等に

対して、業種別監査委員会報告第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取

引の基準に準拠した運営を行っているため、当該為替スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又

は繰延処理を行っております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

18． 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 



 

- 36 - 

19． 子会社の株式総額          ５４，６７５百万円 

20． 子会社に対する金銭債権総額      ２９，３７１百万円 

21． 子会社に対する金銭債務総額    ５７，１９６百万円 

22． 動産不動産の減価償却累計額      ７１，１０７百万円 

23． 動産不動産の圧縮記帳額              ８，７９２百万円 

24． 貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部については、リース契約により使用しております。 

25． 貸出金のうち、破綻先債権額は１３，６６４百万円、延滞債権額は１７３，２１４百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第96条第 1 項

第 3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

26． 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は２８５百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

27． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１０９，５９０百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

28． 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２９６，７５４百万円

であります。 

なお、25．から 28．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

29． 手形割引は、業種別監査委員会報告第24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受入れた商

業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面

金額は７８，６２５百万円であります。 

30． 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券                   ３２７，１９７百万円 

預け金                          ９２百万円 

担保資産に対応する債務 

預金                      ２１，２６３百万円 

債券貸借取引受入担保金                          ５５，１３４百万円 

有価証券のうち１３５，３２８百万円はコールマネーの担保に供しておりますが、期末現在における当該担保

資産に対応する債務はありません。 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券１３６，７１８百万

円を差し入れております。 

また、子会社、子法人等の借入金等の担保として差し入れているものはありません。 

31． ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で「繰延ヘッジ損失」として計上しております。なお、上記相殺

前の繰延ヘッジ損失の総額は１，９３８百万円、繰延ヘッジ利益の総額は５５百万円であります。 

32． 土地の再評価に関する法律（平成10 年 3 月 31 日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、

これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

再評価を行った年月日                   平成 10年 3 月 31 日 

同法律第3 条第3 項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布政

令第 119 号）第2 条第 1 号に定める近隣の地価公示法（昭和 44

年公布法律第 49 号）及び同条第 4 号に定める地価税法（平成 3

年法律第69 号）に基づいて、時点修正等合理的な調整を行って

算出 
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同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価

後の帳簿価額の合計額との差額           ４３，９４９百万円 

33． 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金９９，９００百

万円が含まれております。 

34． 社債には、劣後特約付社債４７，０００百万円が含まれております。 

35． １株当たりの純資産額     ２５３円 ９０銭 

36． 商法施行規則第 124 条第 3 号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は、２１，３３２百万円で

あります。 

37． 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」「社債」

「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。以下 41．まで同様であります。 

売買目的有価証券 

貸借対照表計上額               １，５５１百万円 

当期の損益に含まれた評価差額                        ２ 

満期保有目的の債券はありません。 

子会社・子法人等株式で時価のあるものはありません。 

その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価 貸借対照表 評価差額  

  計上額  うち益 うち損 

株式 ８４，５７１百万円 １１６，４１９百万円 ３１，８４８百万円 ３４，０６４百万円 ２，２１６百万円 

債券 ７８４，３０９ ７８６，９８９ ２，６８０ ４，７６０ ２，０８０ 

 国債 ５９４，６００ ５９６，６８９ ２，０８９ ３，６２３ １，５３４ 

 地方債 ２５，６８８ ２５，３８９ △ ２９８ ８８ ３８７ 

 社債 １６４，０２１ １６４，９１０ ８８９ １，０４８ １５８ 

その他 ２６５，０６５ ２６５，９５４ ８８９ ３，９３２ ３，０４２ 

 合計 １，１３３，９４５ １，１６９，３６４ ３５，４１８ ４２，７５８ ７，３３９ 

なお、上記の評価差額から繰延税金負債１４，３０９百万円を差し引いた額２１，１０９百万円を「その他有

価証券評価差額金」に計上しております。 

38． 当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。 

39． 当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

売却額             売却益           売却損 

１１９，１６３百万円       ４，４３８百万円          ６７３百万円 

40． 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

内容                         貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券はありません。 

子会社・子法人等株式 

子会社・子法人等株式                   ５５，１９０百万円 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く）              １０，５０４ 

非公募事業債                        ２３，４７４ 

その他                             ２，１０９ 

41． その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

債券 ５３，４５２百万円 ４６６，０４１百万円 １７５，２５６百万円 １１５，７１３百万円 

 国債 ３３，８４４ ３１９，７５８ １２７，３７２ １１５，７１３ 

 地方債 ４，０９２ ９，３１４ １１，９８２ － 

 社債 １５，５１５ １３６，９６８ ３５，９０１ － 

その他 ６，２３２ ８３，２７９ １４９，５２２ １１，２４７ 

 合計 ５９，６８５ ５４９，３２１ ３２４，７７９ １２６，９６１ 
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42． 金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。 

運用目的の金銭の信託 

貸借対照表計上額                       １８，０００百万円 

当期の損益に含まれた評価差額                                   ２２７ 

満期保有目的の金銭の信託はありません。 

その他の金銭の信託はありません。 

43． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は、１，４４９，８１５百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内

のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１，４４０，６０８百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の

変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産･有価証券

等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応

じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

44． 当期末における退職給付引当金及び前払年金費用並びに同引当金と相殺又は前払年金費用に加算されている退

職給付信託における年金資産（未認識数理計算上の差異を除く）は、それぞれ以下のとおりであります。 

退職一時金        企業年金基金        合   計 

退職給付引当金                 △２１，１８７百万円    △９，１５０百万円     △３０，３３８百万円 

(退職給付信託の年金資産控除前) 

退職給付信託の年金資産             ６，０８７          １４，２８４            ２０，３７２ 

(未認識数理計算上の差異を除く)  

退職給付引当金                 △１５，０９９                －           △１５，０９９ 

(退職給付信託の年金資産控除後) 

前払年金費用                    －         ５，１３３            ５，１３３ 

45． 従来、投資事業有限責任組合並びに民法上の組合及び匿名組合のうち投資事業有限責任組合に類するものの出

資持分は、「その他の資産」に含めて表示しておりましたが、「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成 16 年

6 月 9日法律第 97号）により当該出資持分が証券取引法上の有価証券と定義されたことに伴い、当期から「その

他の証券」に含めて表示しております。 

 

 



株式会社  西日本シティ銀行

  平成16年 4月 1日から
  平成17年 3月31日まで

（単位：百万円）

130,891            
101,927            
91,438             
10,230             

66                 
0                  

80                 
111                
11                 

21,166             
9,543              

11,623             
22                 
22                 
0                  

1,021              
466                
378                
175                

6,742              
4,059              

535                
2,146              

109,445            
9,578              
2,847              

12                 
531                
465                

0                  
1,959              

694                
1,708              
1,359              
9,468              
2,068              
7,400              

597                
535                
46                 
15                 

67,491             
22,309             
9,901              
7,132              
2,578              

138                
375                

2,184              
21,445             

金 額

経 常 利 益

貸 出 金 償 却

コ ー ル マ ネ ー 利 息

借 用 金 利 息

そ の 他 の 経 常 費 用

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 業 務 費 用
そ の 他 の 役 務 費 用

営 業 経 費

国 債 等 債 券 償 還 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額
そ の 他 経 常 費 用

コ ー ル ロ ー ン 利 息
買 入 手 形 利 息

役 務 取 引 等 費 用

預 け 金 利 息
そ の 他 の 受 入 利 息

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息
そ の 他 の 支 払 利 息

売 渡 手 形 利 息

支 払 為 替 手 数 料

経 常 費 用

そ の 他 業 務 収 益

株 式 等 売 却 益
金 銭 の 信 託 運 用 益
そ の 他 の 経 常 収 益

金 融 派 生 商 品 収 益

預 金 利 息
資 金 調 達 費 用

第95期  

有 価 証 券 利 息 配 当 金

経 常 収 益

そ の 他 の 役 務 収 益

科 目

貸 出 金 利 息

そ の 他 経 常 収 益

外 国 為 替 売 買 益

そ の 他 の 特 定 取 引 収 益

信 託 報 酬
役 務 取 引 等 収 益

受 入 為 替 手 数 料

国 債 等 債 券 売 却 益

商 品 有 価 証 券 収 益

損益計算書

資 金 運 用 収 益

株 式 等 償 却

国 債 等 債 券 売 却 損

そ の 他 の 業 務 費 用

社 債 利 息

株 式 等 売 却 損

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息

特 定 取 引 収 益

譲 渡 性 預 金 利 息
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株式会社  西日本シティ銀行

（単位：百万円）

1,518              
1                  

1,512              
4                  

7,463              
2,882              
4,581              

15,501             
102                

3,094              
12,303             
2,966              
1,169              

663                
9,844              

損益計算書の注記

（注）１．  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２.  子会社との取引による収益総額       ２０８百万円

  子会社との取引による費用総額    ７,４４３百万円
３.  １株当たり当期純利益金額                  ２０円  ５６銭２０円  ５６銭
４.  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 １９円  ２４銭
５.  特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を損益計算書上「特定

取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。
  特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当期中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については
前期末と当期末における評価損益の増減額を、派生商品については前期末と当期末におけるみなし決済から
の損益相当額の増減額を加えております。

６．  「その他の特別損失」４，５８１百万円は、合併関連費用であります。
７.  「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年3月法律第9号)が平成15年3月31日に公布され、平成16年4

月1日以後開始する事業年度より法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び「資本等の金額」に
変更されることになりました。これに伴い、「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示
についての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第12号）に基づき、「付加価値額」及び「
資本等の金額」に基づき算定された法人事業税について、当期から損益計算書中の「営業経費」に含めて表
示しております。

８.  従来、投資事業有限責任組合並びに民法上の組合及び匿名組合のうち投資事業有限責任組合に類するもの
の営業により獲得した損益の持分相当額については、「その他経常収益」中の「その他の経常収益」及び「
その他経常費用」中の「その他の経常費用」に含めて表示しておりましたが、「証券取引法等の一部を改正
する法律」（平成16年6月9日法律第97号）により当該組合の出資持分が証券取引法上の有価証券と定義され
たことに伴い、当期から「資金運用収益」中の「有価証券利息配当金」及び「その他業務費用」中の「国債
等債券償還損」に含めて表示しております。

当 期 未 処 分 利 益

動 産 不 動 産 処 分 益
償 却 債 権 取 立 益

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

そ の 他 の 特 別 損 失

合 併 に よ る 未 処 理 損 失 受 入 額

自 己 株 式 処 分 差 損

金 額科 目

そ の 他 の 特 別 利 益

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

特 別 利 益

特 別 損 失

動 産 不 動 産 処 分 損
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株式会社  西日本シティ銀行

（単位：円）

9,844,208,877                     

29,142                            

29,142                            

9,844,238,019                     

9,844,238,019                     

840,000,000                       

2,769,790,044                     

6,234,447,975                     

2,521,080                         

6,231,926,895                     

－                                

第95期利益処分計算書案

任 意 積 立 金 取 崩 額

金 額科 目

当 期 未 処 分 利 益

圧 縮 積 立 金 取 崩 額

利 益 処 分 額

第 一 回 優 先 株 式 配 当 金
（ １ 株 に つ き 12 円 ）

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

計

次 期 繰 越 利 益

普 通 株 式 配 当 金
（ １ 株 に つ き 4 円 ）

圧 縮 積 立 金
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株式会社  西日本シティ銀行

（単位：百万円）
平成16年度末 平成15年度末 比 較

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

322,301          225,614          96,687           
7,417            64,428           △ 57,011        
1,109            970              139              
1,551            739              812              

18,000           4,000            14,000           
1,260,644        627,606          633,038          
4,542,744        2,738,500        1,804,244        

2,168            1,788            380              
28,409           22,305           6,104            

139,006          78,154           60,852           
94,447           62,946           31,501           

121,065          74,072           46,993           
△ 76,474        △ 39,527        △ 36,947        
△ 10,208        △ 2,685         △ 7,523         
6,452,182        3,858,914        2,593,268        

5,778,170        3,394,705        2,383,465        
11,245           11,992           △ 747           
23,911           49,339           △ 25,428        
55,134           27,475           27,659           

－               10,000           △ 10,000        
101,550          76,066           25,484           

89               34               55               
47,000           40,000           7,000            

10               11               △ 1             
27,464           22,569           4,895            
15,099           7,673            7,426            

－               4                △ 4             
24,782           14,552           10,230           

121,065          74,072           46,993           
6,205,524        3,728,498        2,477,026        

59,364           50,872           8,492            
94,969           33,643           61,326           
94,969           33,643           61,326           
34,880           18,067           16,813           
12,928           12,474           454              
12,107           －               12,107           
9,844            5,592            4,252            

当 期 純 利 益 12,303           5,283            7,020            
36,560           21,468           15,092           
21,109           6,487            14,622           
△ 227           △ 122           △ 105           

246,657          130,415          116,242          
6,452,182        3,858,914        2,593,268        

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
      ２．平成15年度末は旧西日本銀行の計数を表示しております。
      ３．当期中における発行済株式数の増加内容は以下のとおりであります。

資本組入額
・ 合併による増加 普通株式 183,636,334株    - 百万円

第一回優先株式   7,000,000株
・ 新株予約権付社債の転換 普通株式  47,445,255株 8,492百万円

任 意 積 立 金
当 期 未 処 分 利 益

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
自 己 株 式
資 本 の 部 合 計

資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金

支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計
（ 資 本 の 部 ）
資 本 金

そ の 他 負 債
退 職 給 付 引 当 金

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債
偶 発 損 失 引 当 金

社 債
信 託 勘 定 借

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金
売 渡 手 形
借 用 金
外 国 為 替

（ 負 債 の 部 ）
預 金
譲 渡 性 預 金
コ ー ル マ ネ ー

特 定 取 引 資 産

動 産 不 動 産
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返

金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替

貸 倒 引 当 金
投 資 損 失 引 当 金
資 産 の 部 合 計

比較貸借対照表（主要内訳）

現 金 預 け 金
コ ー ル ロ ー ン

科 目

（ 資 産 の 部 ）

買 入 金 銭 債 権

そ の 他 資 産
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株式会社  西日本シティ銀行

（単位：百万円）
平成16年度 平成15年度 比 較

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

130,891      109,905      20,986       

101,927      77,559       24,368       

( 91,438       ) ( 68,570       ) ( 22,868       )

( 10,230       ) ( 8,826        ) ( 1,404        )

11           11           △ 0         

21,166       17,056       4,110        

22           0            22           

1,021        4,348        △ 3,327     

6,742        10,928       △ 4,186     

109,445      96,779       12,666       

9,578        7,543        2,035        

( 2,847        ) ( 1,886        ) ( 961          )

9,468        5,248        4,220        

－           13           △ 13        

597          618          △ 21        

67,491       50,907       16,584       

22,309       32,448       △ 10,139    

21,445       13,125       8,320        

1,518        3,128        △ 1,610     

7,463        1,043        6,420        

15,501       15,209       292          

102          127          △ 25        

3,094        9,798        △ 6,704     

12,303       5,283        7,020        

2,966        －           2,966        

1,169        308          861          

663          －           663          

9,844        5,592        4,252        

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．平成15年度は旧西日本銀行の実績を表示しております。
３．平成16年度は旧西日本銀行の上半期実績に合併新銀行（西日本シティ銀行）の下半期実績を加算して表示し
  ております。

役 務 取 引 等 費 用

( う ち 預 金 利 息 )

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

科 目

比較損益計算書（主要内訳）

経 常 収 益

経 常 費 用

信 託 報 酬

(うち有価証券利息配当金)

( う ち 貸 出 金 利 息 )

資 金 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

そ の 他 業 務 収 益

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

特 定 取 引 費 用

そ の 他 経 常 費 用

営 業 経 費

そ の 他 業 務 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益

土地再評価 差額 金取 崩額

当 期 未 処 分 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

合併による未処理損失受入額

自 己 株 式 処 分 差 損
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（単位：百万円）

9,844            5,592            4,252            

0                0                0                

0                0                0                

9,844            5,592            4,252            

9,844            5,592            4,252            

－               231              △ 231           

840              －               840              

（１株につき12円）

2,769            1,153            1,616            

（１株につき 4円）

6,234            4,207            2,027            

2                1                1                

6,231            4,206            2,025            

－               －               －               

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
      ２．第94期（平成16年3月期）は旧西日本銀行の実績を表示しております。

（１株につき2円50銭）

当 期 未 処 分 利 益

計

普 通 株 式 配 当 金

任 意 積 立 金 取 崩 額

圧 縮 積 立 金 取 崩 額

利 益 処 分 額

比較利益処分計算書案

比 較
（平成16年3月期）

第 94 期第 95 期 案
科 目

（平成17年3月期）

次 期 繰 越 利 益

利 益 準 備 金

圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金

第 一 回 優 先 株 式 配 当 金

任 意 積 立 金
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14．リース取引 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

15．有価証券 

子会社株式及び関連会社会社株式で時価のあるもの 

当期及び前期とも該当ありません。 

16．税効果会計                                      

当    期 

自 平成16 年 4月 1 日 

至 平成17 年 3月 31日 

前    期 

自 平成15 年 4月 1 日 

至 平成16 年 3月 31日 
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額      33,421 百万円 

会社分割により交付をうけた子会社株式 32,411 百万円 

退職給付引当金                     6,077 百万円 

減価償却の償却超過額        3,338 百万円 

投資損失引当金 4,124 百万円 

税務上の繰越欠損金             65,298 百万円 

その他                          11,614 百万円 

繰延税金資産小計                   156,285百万円 

評価性引当額                   △ 47,525 百万円 

繰延税金資産合計                   108,759百万円 

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金                  △ 2 百万円 

その他有価証券評価差額金       △ 14,309 百万円 

繰延税金負債合計                 △ 14,311百万円 

繰延税金資産の純額                  94,447百万円 

 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主な項目別の内訳 

法定実効税率                           40.4％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目   0.8％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △ 1.8％ 

住民税均等割等                          0.6％ 

評価性引当額の増加                  △ 19.3％ 

その他                                △ 0.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率   20.6％ 

 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額      19,542 百万円 

会社分割により交付をうけた子会社株式 8,526 百万円 

退職給付引当金                     2,507 百万円 

減価償却の償却超過額        1,148 百万円 

投資損失引当金 1,084 百万円 

税務上の繰越欠損金             43,178 百万円 

その他                           2,312 百万円 

繰延税金資産小計                    78,300百万円 

評価性引当額                   △ 10,956 百万円 

繰延税金資産合計                    67,344百万円 

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金                  △ 0 百万円 

その他有価証券評価差額金        △ 4,397 百万円 

繰延税金負債合計                  △ 4,398百万円 

繰延税金資産の純額                  62,946百万円 

 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主な項目別の内訳 

法定実効税率                           41.7％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目   1.3％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △ 1.8％ 

住民税均等割等                          0.6％ 

評価性引当額の増加                    23.3％ 

その他                                  0.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率   65.2％ 

 

（注）前期は旧西日本銀行の計数を表示しております。 
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17．役員の異動 

 

（１）新任取締役候補（６月２９日就任予定） 

 

取 締 役 内
うち

 尾
お

 洋
ひろ

 美
み

 （現 執行役員 監査部長） 

 

（２）新任監査役候補（６月２９日就任予定） 

 

監  査  役 松
まつ

 下
した

   昭
あきら

（現 執行役員 総務部長） 

        （常 勤） 

 

（３）退任予定取締役（６月２９日退任予定） 

 

常務取締役 芦
あし

 刈
かり

 則
のり

 洋
ひろ

（（株）西日本書庫センター 

代表取締役社長、 

（財）西日本国際財団 

専務理事 就任予定） 

 

（４）退任予定監査役（６月２９日退任予定） 

 

監 査 役    林
はやし

 田
だ

 隆
たか

 至
し

（（株）西日本ファミリーサービス 

（常 勤）               代表取締役社長 就任予定） 

 

（５）昇格予定人事（６月２９日就任予定） 

 

常務取締役      樋
ひ

 口
ぐち

 和
かず

 繁
しげ

（現 取締役） 

 

（新任取締役候補者略歴） 

 

内
うち

  尾
お

  洋
ひろ

  美
み

 

   生年月日 昭和２７年７月１６日 

   学    歴 昭和５０年３月 早稲田大学卒 

   職    歴 昭和５０年４月 西日本銀行入行 

    市場証券部主任調査役、市場証券部部次長、ニューヨーク支店長､     

  市場証券部副部長､市場証券部長を経て 

  平成１６年６月 執行役員監査部長           

現在に至る  
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（新任監査役候補者略歴） 

 

松
まつ

  下
した

      昭
あきら

 

   生年月日 昭和２５年１月８日 

   学    歴 昭和４８年３月 立教大学卒 

   職    歴 昭和４８年４月 西日本銀行入行 

関連事業部部次長、関連事業部副部長、福岡業務渉外部副部長、 

博多駅東支店長、関連事業部長、理事総務部長兼関連事業部長、 

執行役員総務部長兼関連事業部長を経て 

平成１７年４月 執行役員総務部長             

現在に至る 

 

 

                                                    以 上 




